
 

トラック輸送に関する宮崎県の取組について 

 

 

令和７年４月２２日  

                                                  宮崎県総合交通課   

 

１ 主な物流関係補助事業 

 

（１） モーダルシフト関連事業 

 

① 広域物流網利用促進事業 

 

・海上定期航路又は鉄道利用貨物の増加輸送量に応じた補助 

（荷主・県外運送事業者向け） 

 

 

② モーダルシフト促進強化事業 

 

・海上定期航路又は鉄道利用貨物の増加輸送量に応じた補助 

（県内運送事業者向け） 

 

 

③ 新規輸送ルート構築支援事業 

 

・県内発着の海上定期航路又は貨物鉄道を利用する新たな輸送ルート 

の構築に取り組む事業者に対して、テスト輸送費を補助 

 

 

④ 高速道路等利用料助成事業 

 

・県内港湾又は貨物鉄道駅へ向かう際の高速道路等の料金を補助 
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（２） 業務効率化・労働環境整備事業 

 

① トラック運送事業者業務効率化支援事業 

・トラック運送事業者の業務効率化（業務の自動化・機械化）に資する 

システムや機器の導入等を補助 

 

② トラック事業者物価高騰対策支援事業 

・職場環境の整備に取り組む事業者のタイヤ購入費用を補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 燃料高騰対策事業 

 

① 交通・物流事業者燃料高騰対策事業補助金 

・交通・物流事業者における燃料費負担増に対する補助 

 

    （参考） 

     令和６年度６月補正 大 型 55,200 円/台 

               小中型 27,600 円/台 

 

          ２月補正 大 型 22,000 円/台 

               小中型 11,000 円/台 
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２ その他取組 

 

（１） 宮崎県交通・物流対策推進本部 

知事をトップとする部局横断型の機関であり、交通・物流ネットワーク

戦略に基づき、成果や課題、今後の取組などの情報を共有し、全庁的な体

制で対策を推進 

 

（２）宮崎県の物流に関する意見交換会 

本県物流に関する現状や課題、取組等についての情報共有を図ること

を目的として、荷主、運輸事業者、輸送機関、行政等が一堂に会する意

見交換会を開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）「物流の 2024 年問題」周知・啓発事業  ※詳細別紙 

 物流の 2024 年問題について、トラック運送事業者、荷主、県民に 

広く周知を図るテレビ・ラジオＣＭを作成 
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【別紙】「物流の 2024 年問題」周知・啓発事業 

 
１ テレビ・ラジオ CM の制作 

物流の２０２４年問題について、トラック事業者、荷主企業、消費者と
いったサプライチェーン全体が当事者意識を持ち、協力して対策に取り組
んでいく機運を高めるため、対象が異なる３パターンの CM を制作。 
 

 ・放送期間：令和６年 1１月１日～令和７年１月３１日 
 ・テレビ ：UMK、MRT 

（トラック事業者向け、荷主企業向け、消費者向けの３タイプ） 
 ・ラジオ ：FM 宮崎 
      （テレビ CM 同様に３タイプ） 
 ・放送本数：テレビ 124 本 ラジオ 150 本 
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２ テレビ番組での啓発 
令和６年 11 月 13 日  UMK「４時どき！」 
令和６年 11 月 21 日  MRT「Check!」 

  令和６年 12 月 26 日  UMK「NEWSmile」 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
３ ラジオ番組での啓発 
  令和６年  １月 16 日 FM 宮崎「ハイブリッドモーニング」 

令和６年 12 月  ６日 FM 宮崎「Bunny のナツウタ」 
令和６年 12 月 12 日 FM 宮崎「耳が恋した」 
令和７年  １月 17 日    FM 宮崎「ら・ら・ラジオ」 

  
 
 
 

 
４ その他 
 ・宮崎県公式 YouTube への CM 掲載 

・宮崎県トラック協会ホームページへの CM 掲載 
・宮崎県トラック協会エントランスでの CM 放映 
・宮崎カーフェリー船内での CM 放映 
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価格転嫁の円滑化に関する取組

Ｒ６年度の取組

①「価格転嫁促進支援員」の設置
受注企業への訪問等により、価格転嫁の必要性の意識付けや
価格設定等に対する助言を行うとともに、受注企業が価格交渉
を行うための準備から価格交渉後のフォローアップまで伴走的
に支援する専門員を設置

②広報・啓発
受注企業に対し積極的な価格交渉を促し、県全体の適切な価格転嫁の実現に向けた気運をよ
り高めていくための広報を実施

Ｒ７年度の取組

①新聞広告
協定の締結及び協定に基づき適切な価格転嫁を推

進していくことを発信

③企業向けセミナーの開催
原価計算等の基礎知識習得等をテーマとした講演、

専門家による個別相談会の二部構成でセミナーを開催

②ＳＮＳを活用した広報
ＳＮＳ広告用の動画制作及び広報の実施

新聞広告（R6.6.28）

広告動画（R7.2～R7.3）
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